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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
〇各教育プログラムの
DPの見直し・再設定

〇各教育プログラムの
CPの見直し開始

〇各教育プログラムの
CPの見直し（一部公
表）

〇各教育プログラムの
CPの改訂（完全公表）

・工学部の新DPを全学DPに沿って作成し、年度内に審議・承認する。（各学部順次作
業）
・各教育プログラムのCPの改訂方針を大学教育推進機構が6月までに定め、これに基
づき教務委員会に作業を依頼し、部局での検討を進める。

〇新たなAP設定に向け
た検討開始（AC）

〇各教育プログラムの
APの検討開始

〇各教育プログラムの
APの見直し（一部公
表）

〇各教育プログラムの
APの改訂（完全公表）

・各教育プログラムのAPについて、ガイドラインに準拠した表現に再整理し7月末ま
でに公表する。（アドミッションセンター）
・CP,DPと整合性のとれたAPのあり方及びフォーマットを作成し，7月末までに各教育
プログラムにAPの検討を依頼する。（アドミッションセンター）

〇新たな入学者選抜の
在り方に関する検討開
始（AC)

〇新たな入学者選抜の
在り方・方法に関する
検討（継続）

〇新たな入学者選抜方
法の検討（継続・一部
実施）

・学部での検討を全学的に整理・調整し，令和6年度・令和7年度入学者選抜の変更内
容を7月末までに公表する。（アドミッションセンター）

〇新入生への満足度調
査（毎年）

目標値：46.0% 目標値：48.0% 目標値：50.0% 目標値：52.1% 目標値：52.1% 目標値：52.1% ・学生総合調査を10月に実施し、当該指標の数値を確認する。

〇宇大スタンダードの
パンフレット作成

〇宇大スタンダードの
パンフレット配布

〇宇大スタンダードパ
ンフレット内容更新

・「宇都宮大学の学びのカタチ2022▶2025」を4月に全新入生に配布し、4年間の学び
のあり方と宇大スタンダードについて説明する。10月実施の学生総合調査（1年生）
でその効果を検証する。

〇宇大スタンダード獲
得割合調査（毎年）

目標値：82.2% 目標値：83.2% 目標値：84.2% 目標値：85.5% 目標値：85.5% 目標値：85.5% ・学生総合調査を10月に実施し、当該指標の数値を確認する。

〇各教育プログラムの
カリキュラムの見直し
方法の検討

〇各教育プログラムの
カリキュラムの精選・
見直しと検証（毎年）

・各教育プログラムのカリキュラムの精選・見直し方針を大学教育推進機構が6月ま
でに定め、CPの改訂作業と併行して進めていく。

〇基盤教育再編の検討
（基盤教育改革WG)

〇基盤教育新カリキュ
ラム検討（WG)

〇基盤教育新カリキュ
ラム（含高度教養科
目）実施

・令和4年11月までに基盤教育再編案の詳細を決定し、令和5年度開始に向けて新カリ
キュラムの実施を進める。（基盤教育センターWG)

〇ブレンディッド・
ラーニング試行（教育
DX推進チーム）

〇ブレンディッド・
ラーニング試行拡大

〇ブレンディッド・全
面実施（毎年実態調
査）

・ブレンディッド・ラーニングの試行を継続的に行うと共に、デジタル学修コンテン
ツの収集・データベース化を進める。また、ブレンディッド・ラーニングの実践事例
集を年度内に作成する。（PLUS-DX推進チーム）

〇ルーブリック試案作
成（教M企画室）

〇ルーブリック試案作
成・試行、新レーダー
チャート検討

〇ルーブリック評価開
始、新レーダーチャー
ト運用開始

・新学修支援システムの動作検証と基本的データの入力を行い、10月までにマニュア
ルを作成する。（PLUS-DX推進チーム）
・ルーブリック評価導入について準備を進め、新システム上でのルーブリック評価を
後期から試行する。（PLUS-DX推進チーム）

〇学修力獲得実感に関
する調査（毎年）

目標値：75.0% 目標値：76.5% 目標値：78.0% 目標値：79.9% 目標値：79.9% 目標値：79.9% ・学生総合調査を10月に実施し、当該指標の数値を確認する。

〇就職先企業アンケー
ト調査（毎年）

目標値：56.0% 目標値：56.6% 目標値：57.2% 目標値：57.8% 目標値：57.8% 目標値：57.8% ・就職先企業アンケート調査を11月に実施し、当該指標の数値を確認する。（就職・
キャリア支援センター）

〇全学FD,各学部FDによ
る授業改善、教育プロ
グラム改善

・全学、各学部でブレンディッド・ラーニングならびにルーブリック評価に関するFD
活動を後期に実施し、授業改善につなげる。
・教学IRの体制を前期中に確立し、学修データの蓄積・分析を進める。

〇ディプロマサプリメ
ントの検討

〇ディプロマサプリメ
ントの開発・試行

〇ディプロマサプリメ
ントの運用開始

・他大学のディプロマサプリメントの先行事例に関する情報収集を行い年度内に集約
する。

〇新学位プログラムの
組織の大枠を決定

〇新学位プログラムの
設置計画書作成（3月末
提出）

〇新学位プログラム設
置審査・設置認可、広
報、学生募集

〇新学位プログラム設
置・1期生入学

〇新学位プログラム完
成

・文部科学省と相談の上、早急に新学位プログラムの設置形態を決定し、年度内に設
置計画書を作成・提出する。

〇学系別志願倍率調
査・分析（毎年）

〇県内高校出身者割合
調査（毎年）

〇副専攻プログラムの
内容を決定、学外向け
広報

〇副専攻プログラム設
置・学生の履修開始

・副専攻プログラムの履修状況を把握するとともに、履修者増加の方策を練る。

〇大学教育への満足度
調査（3年生、毎年）

目標値：55.5% 目標値56.5% 目標値：57.5% 目標値59.0% 目標値：59.0% 目標値：59.0% ・学生総合調査を10月に実施し、当該指標の数値を確認する。

〇数理・データサイエ
ンス教育プログラム
（基礎コース）設置

〇数理・データサイエ
ンス教育プログラム
（基礎コース）
目標値：基礎200名

〇数理・データサイエ
ンス教育プログラム
（応用コース）の運用
開始
目標値:基礎300名
          応用100名

〇社会人リカレント教
育の開始
目標値:基礎400名
　　　　　 応用200名

目標値:基礎500名
　　　　　 応用200名

目標値:基礎500名
　　　　　 応用300名

目標値:基礎500名
　　　　　 応用300名

・令和5年2月までに基礎コースの教育プログラムを構成する科目を実施する。
・令和4年5月までに数理・データサイエンス・ＡＩ教育に関する自己点検を行い令和
4年11月までにプログラムの質向上を図る。
・令和5年3月までに応用コース(科目) の設置に向けた準備を進める。

〇他機関の数理・デー
タサイエンス・AI教育
の教材の調査

〇他機関との数理・
データサイエンス・AI
教育の教材の共同開発
に着手

・令和4年9月までに大学コンソーシアムとちぎ単位互換科目として「データサイエン
ス基礎」「実践データサイエンス」を開設する。
・令和5年3月までに教材開発等について近隣大学等関係各所との連携を検討する。

〇副専攻プログラム
「データサイエンス×
経営学」の開設準備

〇副専攻プログラム
「データサイエンス×
経営学」の開設、実施

・副専攻プログラムの開設とともに、履修状況を把握する。

7）全教育プログラムの
新しい３ポリシーを令
和6年度までに制定・公
表
8）新入生の大学教育へ
の満足度：第3期平均の
12％増（第4期中期目標
期間最終年度）　45.5%
→52.1%

中
期
計
画

１．多面的評価を活用
した的確な学修成果の
把握・可視化、企業等
への提供
２．学生の学修の質と
能力獲得の状況の検証
３．学生が獲得した能
力の社会的評価を毎年
調査・分析
４．FD推進による授業
改善、教育プログラム
改善
５．ディプロマサプリ
メントを開発し運用

9）学修力の獲得実感：
対令和3年度比で23％増
（第4期中期目標期間最
終年度）73.9%→
79.9%
10）卒業生に対する企
業等の評価：「期待を
上回る」と回答した割
合：平成30年度～令和2
年度平均の5％増（第4
期中期目標期間最終年
度）
55.6%→57.8%

中
期
計
画

客
観
・
共
通
指
標

戦略ビジョン
ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）

〇地域社会や産業界が
求める数理・データサ
イエンスの素養を持
ち、経営学の基礎と特
定の分野の経営に関す
る実践的な知識を身に
付けた人材の育成

１．新学位プログラム
の創設
２．副専攻プログラム
の設置

5）本学入学者に占める
県内高校出身者の割
合：第3期平均の5％増
（新学位プログラム設
置以降、第4期中期目標
期間平均）　33.0%→
36.3%
6）大学教育への満足度
（3年生）：第3期平均
の10％増（第4期中期目
標期間最終年度）
54.4%→59.0%

中
期
計
画

取組

〇入口から出口まで一
貫したポリシーの下で
の人材育成の確立

計画等
区分

達成指標方策

〇高度な専門知識と、
幅広い教養及び行動的
知性を身に付けた人材
の育成
〇デジタル技術を有効
活用した教育の質の向
上

〇学生の学修意欲を高
め、質の高い主体的な
学修を確立

11）宇大版汎用的能力
「宇大スタンダード」
の獲得実感：対令和3年
度比で23％増(第4期中
期目標期間最終年度）
81.2%→85.5%
12）高度教養科目受講
率：100%を達成（第4期
中期目標期間最終年
度）
13）ブレンディッド・
ラーニング実施率：令
和7年度までに専任教員
100%

中
期
計
画

〇学生が身に付けるべき
能力「宇大スタンダー
ド」（論理的思考力、情
報活用力、表現力、学修
力、協働力、課題解決
力）に基づく
１．各教育プログラムの
カリキュラムの精選・見
直し
２．基盤教育の再編
〇「デジタルを活用した
大学・高専教育高度化プ
ラン」（大学改革推進等
補助金：令和２年度補
正）により構築した新学
修支援システムを活用し
１．ブレンディッド・
ラーニングを段階的に取
り入れ
２．デジタル学修コンテ
ンツの充実と対面授業で
の活動の質的深化

１．教育プログラムの
CP、DPの見直し
２．新たなAPの設定
３．新APに合致する入
学者選抜を高大接続の
観点から実施

R4年度計画

１．他機関との数理・
データサイエンス・AI教
育の教材の共同開発に着
手
２．基盤教育センターで
特任助教２名を新規雇用
３．数理・データサイエ
ンス・AIの発展的な内容
の専門科目の開講準備
４．副専攻プログラム
「データサイエンス×経
営学」の開設
５．文理融合型数理・
データサイエンス教育プ
ログラム（応用コース）
の開設準備

文理融合型数理・デー
タサイエンス教育プロ
グラムの修了者数
・基礎コース：500名
・応用コース：300名

〇新学位プログラム及
び社会人学び直しを指
向した数理・データサ
イエンス・AIの工学専
門教育の全学展開と地
域への普及

中
期
計
画
プ
ラ
ス

V
i
s
i
o
n
１
　
未
来
を
切
り
拓
く
人
材
の
育
成

戦
略
１
【
学
修
者
本
位
の
教
育
の
実
現
】

戦
略
２
【
時
代
を
先
導
す
る
教
育
組
織
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
創
出
】

目標値（平均）36.3%
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

〇MCの各プログラムに
対して，カリキュラム
の点検を依頼

〇MCカリキュラムの文
理融合・分野融合の共
通的科目の改善

〇改善・高度化したMC
カリキュラムの実施

〇外部評価に基づく見
直し

〇見直し・改善したMC
カリキュラムの実施

・MCの各プログラムにおいて引き続きカリキュラムの点検を行い，改善計画を検討す
る。（11月まで）

〇MC/DCにおける分野融
合・社会共創にかかわ
る教育支援のための教
員の任用
〇R4年度以降の社会共
創・分野融合研究の支
援策について検討（再
掲）

〇当該年度修了生の在
学中の共同研究・連携
プロジェクト関与に関
する調査実施（毎年度3
月）
目標値：19%

目標値：23% 目標値：27% 目標値：31% 目標値：35% 目標値：39% ・共同研究を行っている教員の学生の積極的な参加を促すとともに、共同研究契約の
際に学生の参加の可否の調査を実施する。（随時）

15）修了生に対する企
業等の肯定的評価：60%
以上（第4期中期目標期
間最終年度）（2％増／
回でR7末に60%）
55.6%→60%

〇就職先企業等に対す
るアンケート調査の内
容，方法について検討
〇R1, R2年度修了生の
就職先に対するアン
ケート調査試行（12～1
月頃）

〇R3, R4年度修了生の
就職先に対するアン
ケート調査実施（9月
頃）

目標値：58%

〇R5, R6年度修了生の
就職先に対するアン
ケート調査実施（9月
頃）

目標値：60%

〇R7, R8年度修了生の
就職先に対するアン
ケート調査実施（9月
頃）

目標値：62%

〇博士号授与数目標
値：工学研究科15名
国際学研究科3名

目標値：
工学研究科15名
国際学研究科3名

目標値：17名 目標値：17名 目標値：17名 目標値：17名

〇標準修業年限内修了
者数目標値：工学研究
科15名，国際学研究科2
名

目標値：
工学研究科15名
国際学研究科2名

目標値：13名 目標値：13名 目標値：13名 目標値：13名

〇DC課程への学内進学
者数目標値：5名

目標値：5名 目標値：5名 目標値：5名 目標値：5名 目標値：5名 ・農学部（開催日未定）、キャリアフェスティバル（10月）、オープンキャンパス
（夏季，秋季）などで大学院の説明を行う。

〇DC学生学術論文投稿
支援制度開始
目標論文数：25本

目標値：25本 目標値：25本 目標値：25本 目標値：25本 目標値：25本 ・新たにDC学生の論文投稿経費の支援を開始する。（6月～）

〇就職先企業等に対す
るアンケート調査の内
容，方法について検討
〇R1, R2年度DC修了生
の就職先に対するアン
ケート調査試行（12～1
月頃）

〇R3, R4年度DC修了生
の就職先に対するアン
ケート調査実施（9月
頃）

目標値：80%

〇R5, R6年度DC修了生
の就職先に対するアン
ケート調査実施（9月
頃）

目標値：80%

〇R7, R8年度DC修了生
の就職先に対するアン
ケート調査実施（9月
頃）

目標値：80%

〇新グローバル人材育
成プログラムの大枠を
決定

〇新基盤教育の内容決
定

〇新グローバル人材育
成プログラム学生の履
修開始

〇新プログラム第１期
卒業生

・留学生・国際交流センターの責任教員と協力教員が協働する体制を整備・強化す
る。
5月までに留学生・国際交流センター内で結成した企画戦略WGにおいて体制案を検討
し、6月から試行する。10月から試行案結果を検証し体制改善を図る。

〇新グローバル人材育
成プログラムの内容決
定

〇新グローバル人材育
成プログラム履修者数
調査（毎年）
目標値：157人

目標値：157人 目標値：157人 目標値：157人 目標値：157人 ・グローバル人材育成プログラム検討し、新カリキュラムを編成するとともに、その
運営体制を構築する。
8月までに既存プログラムの課題をまとめ、改正案を検討。3月迄に新カリキュラム運
営体制案を策定する。

〇学部学生のグローバ
ル関連能力の獲得実感
予備調査

〇学部学生のグローバ
ル関連能力の獲得実感
調査（毎年）

目標値：50% 目標値：60% 目標値：65% 目標値：65% 目標値：65% ・10月に実施される学生総合調査で、当該指標の数値を確認する。
9月迄に過去の調査結果を分析し、10月からは今年度調査結果を確認し、来年度に反
映する。

〇ハイブリッド交流プ
ログラムの拡充

目標値：10%増 目標値：20%増 目標値：30%増 目標値：30%増 目標値：30%増 ・留学生・国際交流センターにおいて、全学的なハイブリッド交流プログラムの枠組
みについて検討し、今後4年間の行動計画を策定する。
10月迄に本学状況、また他大学事例を調査し、2～3月に行動計画を策定する。

〇留学生チューター等
を核とする学生による
留学生支援組織の構築

目標値：5%増 目標値：8%増 目標値：10%増 目標値：10%増 目標値：10%増 ・教職学連携に基づく、留学生支援にあたる枠組みについて検討し、留学生チュー
ター等と留学生が協働する場を設ける。
5～8月に検討し、9～12月に試行する。1月以降は次年度に向けた改善点を検討する。

〇留学生への定着支援
プログラムの構築

目標値：5%増 目標値：8%増 目標値：10%増 目標値：10%増 目標値：10%増 ・留学生に対し、卒業/修了後の進路希望に関する調査を実施し、一人一人の希望に
寄りそいつつ、卒業/修了後の定着を見据えた啓発プログラムを就職・キャリア支援
センターと協力して実施する。
6月に調査し、10月以降啓発プログラム案を策定する。

１．文理融合・分野融
合を特色とする教育プ
ログラムのさらなる高
度化
２．専門分野の知識・
技能の深化と分野をま
たがる指導教員体制の
整備
３．地域社会・産業界
との共同研究、連携プ
ロジェクト、フィール
ドワーク、長期イン
ターンシップ、分野融
合・学際的な修士論文
研究課題等の実施
４．社会で広く活用で
きる汎用的なスキル
（トランスファラブル
スキル）の教育・研究
プログラムでの実施・
分析

14）在学中に地域社
会・産業界との共同研
究・連携プロジェクト
等に係わった学生の割
合：令和2年度実績の2
倍以上（第4期中期目標
期間最終年度）（4％増
／年でR7末に15.5×
2.00=31%）　15.5%→
31%

・DC学生のポートフォリオにより，博士論文研究の進捗状況を把握する。（半期ご
と）

〇留学生チューター制
度の見直し

〇ハイブリッド交流プ
ログラム参加者数：第3
期末30%増
〇留学生チューター等
の登録者数：第3期平均
の10％増
〇留学生の卒業、終了
後の定着数：第3期平均
の10%増

１．国際学部が主導的
な役割を担い、留学生
と日本人学生が共修す
る科目群を導入
２．国際交流協定締結
大学、国内他大学等と
の協力、連携を通じた
国際的な教育プログラ
ムを実施し、既存の
「グローバル人材育成
プログラム」を刷新
３．留学生チューター
等を核とする学生によ
る留学生支援組織を構
築し、共修活動を強化
４．協定校等とのオン
ライン交流を強化し、
実留学とオンラインよ
る「ハイブリッド交
流」プログラムを拡
充。
５．実践的海外経験の
機会拡充
→全学部学生が多様な
異なる価値観に触れる
機会の拡充

〇国際感覚豊かな学生
の育成

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇幅広い文理複眼的な
視点を備えた人材の輩
出

中
期
計
画

客
観
・
共
通
指
標

〇社会デザインとイノ
ベーションの創生を支
え，STI for SDGsを推
進する高度専門職業人
及び創造的能力を備え
た人材の育成

１．キャリア指導の充
実によるDC進学率の向
上
２．他大学からの本学
DC課程進学者の増加
３．DC課程への留学生
勧誘のための制度等の
改革
４．産業界，地域から
の社会人DC学生を獲得
するためのキャンペー
ン，プロモーション
５．地域産業界・経済
界と連携したDC学生へ
の授業料免除制度など
の多様な経済的支援
６．大学院生の学術論
文発表の支援・促進

〇博士号授与数　年平
均17名（DC入学定員25
名の67%）
※R4, R5の指標は工学
研究科50%，国際学研究
科90%
〇博士号授与数（標準
修業年限内　）年平均
13名（DC入学定員25名
の52%）
※R4, R5の指標は工学
研究科50%，国際学研究
科80%
〇DC課程への学内から
の進学者数　年平均5名
以上（DC入学定員25名
の20%）
〇DC学生による学術誌
への論文掲載件数：年
間25件以上
〇DC修了生に対する企
業等の肯定的評価：80%
以上

客
観
・
共
通
指
標

中
期
計
画
プ
ラ
ス

18）「グローバル人材
育成プログラム」各年
度新規登録者数：第3期
平均の20％増　131人→
157人
19）「グローバル人材
育成プログラム」受講
者のグローバル関連能
力の獲得実感：全学平
均を65％上回る（第4期
中期目標期間最終年
度）

中
期
計
画

　

戦
略
３
【
実
践
的
な
大
学
院
教
育
の
推
進
】

戦
略
４
【
共
修
に
よ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス
の
構
築
】
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

〇iP-U特別選抜構想案
の承認
〇（仮）iP-U特別選抜
準備委員会の設置

〇iP-U特別選抜の実施 目標値：
特待生：10名
特別選抜生：30名

目標値：
特待生：10名
特別選抜生：30名

目標値：
特待生：10名
特別選抜生：30名

・iP-Uを活用した高大接続入学者選抜の概要について，準備委員会を設置の上検討
し，令和7年度入学者選抜の変更内容公表時（7月末までに公表）にあわせて公表す
る。

〇iP-Uゼミナールの開
講
目標値：20名

目標値：90名 目標値：135名 目標値：135名 目標値：135名 目標値：135名 ・iP-Uゼミナールを新たに開講する。（7月）

〇令和６年度・令和７
年度入学者選抜の検
討・公表

〇令和６年度入学者選
抜実施

〇令和７年度入学者選
抜実施（新課程対応）

・各学部の変更計画をとりまとめ，7月末までに令和6年度・令和7年度の入学者選抜
変更について公表する。

〇エビデンスベースに
よる全学高校訪問方針
の確立

〇全学方針に基づく精
力的な高校訪問の実施

・入試戦略・入試広報室にて全学の入試広報方針（高校訪問方針を含む）について9
月末までに検討する。

〇選抜要項・募集要
項・ガイドブックの改
善検討

〇選抜要項・募集要
項・ガイドブックの一
部リニューアル

〇選抜要項・募集要
項・ガイドブックの全
面リニューアル

・令和5年度，令和6年度に実施する選抜要項，募集要項，ガイドブックのリニューア
ルに向けてのコンセプト，編集方針を10月末までに入試戦略・入試広報室にて検討す
る。

〇入学後の選抜区分別
成績追跡調査の手法検
討

〇各選抜入学者の成績
追跡調査（試行）

〇各選抜入学者の成績
追跡調査

・新教務システム（CampusSquare）での選抜区分別の成績データの活用について検証
し，具体的な成績追跡調査の手法について9月末までに入試戦略・入試広報室で検討
する。

〇一般選抜志願倍率の
評価

目標値：3.00倍 目標値：3.11倍 目標値：3.22倍 目標値：3.33倍 目標値：3.44倍 目標値：3.56倍

〇「学生なんでも相談
窓口」へのカウンセ
ラー配置

・「学生なんでも相談窓口」に5月から新たにインテーカー及びカウンセラーを配置
し窓口強化を図る。

〇教職員に対するメン
タルヘルスケア、障碍
者対応に関する研修の
実施

目標値：受講率50% 目標値：受講率80% 目標値：受講率100% 目標値：受講率100% 目標値：受講率100% ・オンライン研修等を活用し教職員に対するメンタルヘルスケア、障碍者対応に関す
る研修を12月末までに実施する。

〇学生へのメンタルヘ
ルスケアに関する授業
内での紹介

目標値：実施率30% 目標値：実施率60% 目標値：実施率100% 目標値：実施率100% 目標値：実施率100% ・学生へのメンタルヘルスケアに関する授業内での紹介方法等について9月末までに
検討する。

〇ラーニング・コモン
ズの学生相談機能強化
（峰）

〇機能強化（陽東） 〇機能強化（アカデ
ミックサポーター）

・令和4年10月までに前年度のピア・サポートの課題を検討し，令和5年3月までに新
しい体制を構築する。
・令和4年9月までにラーニング・コモンズ学生スタッフを増員し，令和4年10月から
学生生活面の相談窓口を常設することにより，ピア・サポート機能を強化する。
・令和4年12月までに相談機能のために必要な空間，リソースについて検討する。
・令和5年2月までに利用者及びサポーター双方にアンケートを実施し，令和5年3月ま
でに次年度以降の機能強化に必要な課題を検討する。

〇学生の大学の支援体
制への満足度調査

目標値：10%増 目標値：15%増 目標値：20%増 目標値：20%増 目標値：20%増 ・10月に実施される学生総合調査で、当該指標の数値を確認する。

〇教職員に対するメン
タルヘルスケア、障碍
者対応に関する研修の
受講率：令和7年までに
100%
〇学生へのメンタルヘ
ルスケアに関する授業
内での紹介実施率：令
和7年までに100%
〇学生の大学の支援体
制への満足度：第３期
最終年度の20%アップ

１．学生支援体制の改
革、整備
２．教職員に対するメ
ンタルヘルスケア、障
碍者対応に関する研修
の実施
３．学生へのメンタル
ヘルスケアに関する授
業内での照会
４．ピア・サポート制
度の見直し、実施、研
修
５．ラーニング・コモ
ンズの学生相談機能強
化

〇学生支援体制の改
革、整備の準備

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇誰もが安心してとも
に学ぶインクルーシブ
な環境の整備
〇学生のメンタルヘル
スケアの充実、経済的
支援

〇新APに合致した選抜
方法の確立による本学
の学びにマッチした資
質・能力を有する入学
者の安定的な確保、エ
ビデンスベースの入試
戦略の立案・実施

１．新APの改訂・公表
（戦略１入口から出口
まで一貫したポリシー
の下での人材育成の確
立　再掲）
２．新APに合致し，新
学習指導要領や高大接
続改革の趣旨を踏まえ
た入学者選抜方法の検
討
３．エビデンスベース
による全学高校訪問方
針の確立
４．選抜要項、募集要
項、ガイドブックの改
善
５．EMIR活用による入
試改革、入試広報

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇一般選抜志願倍率:第
3期平均の２５%UP（第4
期中期目標期間最終年
度目標値：3.56倍）
・第3期の志願倍率平
均：2.84倍

〇高大連携活動の拡
充・強化、iP-Uを活か
した高大接続入試によ
るポテンシャルの高い
人材の受け入れ、優秀
な人材の育成

１．特待生選抜委員会
設置
　・選抜戦略検討・実
施
　・インセンティブ等
検討
２．GSC実施

〇総合型選抜入試を活
用して、毎年全学で特
待生を10名、特別選抜
生を30名入学させる
（第４期中期目標計画
期間における
iP-U特待生による入学
者数:30人
iP-U特別選抜生による
入学者数:90人）

中
期
計
画
プ
ラ
ス

　

戦
略
５
【
高
大
接
続
改
革
と
新
た
な
ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
展
開
】

戦
略
６

【
学
生
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
へ
の
支
援
の
充
実
】
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

〇教員当り研究業績数
目標値：
地3，国2，教2，工3，
農3

目標値：
地3，国2，教2，工3，
農3

目標値：
地3，国2，教2，工3，
農3

目標値：
地3，国2，教2，工3，
農3

目標値：
地3，国2，教2，工3，
農3

目標値：
地3，国2，教2，工3，
農3

〇教員当り科研費件数
目標値：
地1，国1，教1，工1，
農1

目標値：
地1，国1，教1，工1，
農1

目標値：
地1，国1，教1，工1，
農1

目標値：
地1，国1，教1，工1，
農1

目標値：
地1，国1，教1，工1，
農1

目標値：
地1，国1，教1，工1，
農1

〇教員当り科研費獲得
額目標値：地1,000千
円、国1,000千円、教
800千円、工1,400千
円、農1,200千円

目標値：
地1,000千円、国1,000
千円、教800千円、工
1,400千円、農1,200千
円

目標値：
地1,000千円、国1,000
千円、教800千円、工
1,400千円、農1,200千
円

目標値：
地1,000千円、国1,000
千円、教800千円、工
1,400千円、農1,200千
円

目標値：
地1,000千円、国1,000
千円、教800千円、工
1,400千円、農1,200千
円

目標値：
地1,000千円、国1,000
千円、教800千円、工
1,400千円、農1,200千
円

〇教員当り受託・共同
研究受入額目標値：
1,024千円

目標値：1,024千円 目標値：1,024千円 目標値：1,024千円 目標値：1,024千円 目標値：1,024千円

〇学内助成制度（社会
共創，異分野融合，若
手）

〇学内助成制度見直し

〇教育研究基盤戦略に
基づく学内施設・設備
整備

〇光工学教育体系の検
討

〇教育プログラムの実
施

〇共同研究講座または
寄附講座設置目標値：
累計1件

目標値：累計3件

〇UU-GONへの教員派遣
目標値：3名

目標値：3名 目標値：3名 目標値：3名 目標値：3名 目標値：3名

〇海外著名研究者の招
聘目標：2名

目標値：2名 目標値：2名 目標値：2名 目標値：2名 目標値：2名

〇企業寄附金目標額：
3,000千円

目標額：3,000千円 目標額：3,000千円 目標額：5,000千円 目標額：5,000千円 目標額：5,000千円

〇光工学社会実装拠点
設置

〇特徴的な研究リソー
ス（野生イチゴ）の構
築（フェーズ１）

〇特徴的な研究リソー
ス（野生イチゴ）の構
築（フェーズ２）

〇植物分子農学を核と
する学内異分野融合型
研究の支援
目標値：4件

目標値：4件 目標値：4件 目標値：4件 目標値：4件 目標値：4件

〇学外共同研究の全国
展開
件数目標値：10件

目標値：20件 目標値：20件 目標値：20件

〇共同利用・共同研究
拠点申請

20）国際的に著名な学術
誌への年間掲載件数：第3
期平均の20％増（第4期中
期目標期間最終年度）
（11～12件増／年でR7年
度末に223×1.20=268件）
223件→268件

〇論文投稿支援策の見
直し
〇第3期中の実績，2016
～2020の5年で平均223
件／年

目標値：234件 目標値：245件 目標値：257件 目標値：268件 目標値：279件 目標値：290件

21）共同研究・受託研究
等の年間件数：第3期平均
の15％増（第4期中期目標
期間最終年度）
（9～10件増／年でR7年度
末に245×1.15=282件）
245件→282件

〇URA, コーディネータ
の配置見直し
〇FSC検討
〇第3期中の実績，2016
～2020の5年で平均245
件／年

目標値：254件 目標値：263件 目標値：272件 目標値：282件 目標値：292件 目標値：302件

22）社会実装に至ったプ
ロジェクトの第4期累計件
数：第3期実績の50％増
（25～26件／年でR7年度
末に69×1.50=104件）
69件→104件

〇社会実装を視野に入
れた研究プロジェクト
について調査のうえ，
ロードマップの作成を
依頼
〇FSC検討
〇第3期中の件数調査
（実施済），2016～
2020の5年で69件
〇第4期中の調査方法，
担当部署について検討

〇各プロジェクトの
ロードマップ見直し
〇各部局に社会実装の
実績照会（年度末）

目標値：累計26件

目標値：累計52件 目標値：累計78件 目標値：累計104件 目標値：累計130件 目標値：累計155件

〇プロジェクト累積数
目標値：12件

目標値：13件 目標値：14件 目標値：15件 目標値：15件 目標値：15件

〇レベル４達成プロ
ジェクト数目標値：累
計2件

目標値：累計3件 目標値：累計5件 目標値：累計6件 目標値：累計7件 目標値：累計8件

〇プロジェクト累積数：
R3年度実績（12件）の20%
増
〇イノベーション達成レ
ベル４を実現したプロ
ジェクト数　4期中累計8
件

中
期
計
画
プ
ラ
ス

客
観
・
共
通
指
標

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇研究力強化と研究支
援体制ならびに設備の
整備

１．人員配置の再検討
を含む研究組織整備
２．学術ユニットの設
置
３．社会共創・異分野
融合型研究支援
４．研究推進機構（URA
等）による研究支援
５．研究基盤の計画的
整備と共用化の推進
６．研究支援人材の育
成と組織化
７．若手研究者への支
援強化

〇常勤教員当り研究業
績数（件）H30～R2実績
（地2.0，国0.6，教
0.8，工2.2，農1.6）
の50%増（切り上げ）

〇常勤教員当り科研費
獲得件数　H30～R2実績
（地0.3件，国0.4件，
教0.4件，工0.5件，農
0.5件）の50%増し（切
り上げ）

〇常勤教員当り科研費
獲得額　H30～R2実績
（地759千円，国1012千
円，教516千円，工1142
千円，農1008千円）の
20%増以上

〇常勤教員当りの受
託・共同研究受入額
H30～R2実績683千円の
50%増

〇論文執筆支援に関する計画
・英文論文投稿経費支援を実施する。（継続）（随時）
・論文執筆セミナーを開催する（4回予定：9月、10月、11月、12月）
〇外部資金獲得支援に関する計画
・内容を見直したうえ，科研費プロジェクト（夏期，春期）を実施する。（継続）
・メンターを増員したうえで，メンター制度による申請書執筆支援を行う。（継続）
(随時)
・府省庁公募事業の学内説明を実施する。（NEDO：4月、その他随時）
〇研究支援に関する計画
・卓越教員制度により，認定された卓越教授の研究環境支援を実施する(通年)。新規
の該当者があれば認定する。（継続）(9月依頼、年度内認定)
・分野融合・社会共創研究支援事業を実施する。(継続）（7月報告)
・研究IRに基づいて研究推進機構総合企画室会議の議論により，若手研究者飛躍促進
経費による支援を行う。（新規）（7月）
・本年度新規採用される教員に対して新任教員研究支援経費による支援を行う。（新
規）（随時）
〇研究活性化に関する計画
・学術ユニット，学術プロジェクト等の設置を含む，学術院組織の実質化と活性化の
方策について検討する。（新規）（方向性：秋まで）
・研究推進機構の各センターが実施する研究プロジェクトのロードマップを明確にす
る。（新規）（7月）
〇研究基盤整備に関する計画
・教育研究基盤戦略会議において，学内設備の洗い出しを行い(6月)，中長期の設備
整備について検討する。（新規）
・学内設備の共用化を進める。（継続）（随時）
・教育研究基盤の共用化と運用，研究支援の充実を目指した，研究支援人材の組織の
在り方について検討する。（新規）（通年）

１．世界初の光工学教
育の体系化
２．研究領域の整備
３．教育研究組織の拡
充
４．国際研究ネット
ワークUU-GONの発展・
強化
５．光工学社会実装拠
点の形成

〇共同研究講座等また
は寄附講座の設置：累
計3件
〇UU-GONへの教員派
遣：3名／年
〇海外著名研究者の招
聘：2名／年
〇企業寄附金：5,000千
円／年

中
期
計
画
プ
ラ
ス

１．イノベーションに基
づいた社会実装へのロー
ドマップを明らかにした
「ごった煮」プロジェク
トの立ち上げ
２．イノベーション達成
レベルとロードマップの
進捗の評価の徹底

〇アグリバイオ産業に
資する研究拠点化を目
指した植物分子農学分
野の強化

１．異分野融合型の植
物分子農学研究の学内
支援
２．生物産業シーズ開
発の学外共同研究の支
援
３．外部講師による研
究セミナー
４．学内教員による交
流会
５．特徴的な施設設備
の整備

〇学内融合研究件数：
のべ24件以上
〇学外共同研究件数：
のべ70件以上
〇文理融合による地域
活性化（野生イチゴを
材料とした地域系企
業）

中
期
計
画
プ
ラ
ス

中
期
計
画

１．分野融合・学際的
な研究を含む、独創的
で卓越した研究の推進
２．研究IRによる学内
研究の分析等に基づく
組織対組織の共同研
究、連携活動の創出
３．共同研究講座の設
置
４．研究推進機構を中
心とした社会実装を目
指すロードマップの明
確化
５．研究開発プロジェ
クトの発足、実施

〇地域の知の拠点とし
て、イノベーションに
結びつく知の創出

・若手教員の海外の協定校や協定予定校への派遣および協定校を中心に著名を招聘を
はかる。（10月〜）
・研究領域に関して各領域におけるロードマップを作成する。（9月まで）
・光工学社会実装に関しては、実例の調査およびテーマの選定をはかる。（10月〜）
・3C基金によるオプティクス教育研究センターへの寄附の促進する。（通年）

・テニュアトラック助教（生命情報学分野）を採用し、野生いちごの核酸情報と各種
データーベースの構築を開始する。（9月以降・教員採用後～）
・特任助教（植物バイオテクノロジー分野）を採用し、野生いちごを対象とした遺伝
子組換え技術やゲノム編集技術の開発研究を開始する。（8月以降・教員採用後～）
・学内共同研究を公募し、4件以上の異分野融合研究を開始する。また学内交流会を
実施し、研究推進に向けた意見交換会を2回以上行う。（7月～）
・栃木県農政部やいちご研究所などと、3回以上交流会を実施し、学外共同研究開始
に向けた意見交換を行う。（4月～）
・外部講師による植物分子農学関連のセミナーを5件以上実施する。（4月～）
・野生いちごプロジェクトメンバーによる、定例会議を10回以上実施する。（4月
～）
・植物分子農学に関連した特徴的な設備の設計を行う。（6月～）

・既存のプロジェクトの進捗状況を点検し，必要に応じてプロジェクトのロードマッ
プの更新を行う。（前期）
・社会実装が期待できる学内の研究課題を見出し，新規プロジェクト発足につなげ
る。（随時）

〇論文執筆支援に関する計画【再掲】
・英文論文投稿経費支援を実施する。（継続）（随時）
・論文執筆セミナーを開催する（4回予定：9月、10月、11月、12月）
〇共同研究に関する計画
・URA，コーディネータにより，産業界，地域との組織対組織の共同研究ならびに連
携プロジェクトの創出を促進する。（継続）（通年）
〇研究支援に関する計画【再掲】
・卓越教員制度により，認定された卓越教授の研究環境支援を実施する（通年）。新
規の該当者があれば認定する。（継続）(9月依頼、年度内認定)
・分野融合・社会共創研究支援事業を実施する。(継続)（7月報告）
・研究IRに基づいて研究推進機構総合企画室会議の議論により，若手研究者飛躍促進
経費による支援を行う。（新規）（7月）
・本年度新規採用される教員に対して新任教員研究支援経費による支援を行う。（新
規）（随時）
〇研究活性化に関する計画【再掲】
・学術ユニット，学術プロジェクト等の設置を含む，学術院組織の実質化と活性化の
方策について検討する。（新規））（方向性：秋まで）
・研究推進機構の各センターが実施する研究プロジェクトのロードマップを明確にす
る。（新規）（7月）

V
i
s
i
o
n
２
　
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
資
す
る
研
究

戦
略
７
【
研
究
力
の
強
化
と
研
究
支
援
体
制
の
整
備
】

戦
略
８
【
地
域
発
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
先
導
】

光工学社会実装拠点の
確立を目指したオプ
ティクス分野の教育研
究の集約と体系化及び
国際化の推進

〇ロボティクス工農技
術研究所(REAL)を中心
に、IoT、ロボット技術
などの研究開発を推進
しその成果を身に付け
た技術者の輩出
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

1）地域（県内企業、自
治体､コミュニティ）と
の共同研究・連携プロ
ジェクト等の年間件
数：第3期平均の20%増
（第4期中期目標期間最
終年度）
（4～5件増／年でR7末
に81×1.20=97件）
81件→97件

〇URA, コーディネータ
の配置見直し
〇FSC検討
〇第3期中の実績，2016
～2020の5年で平均81件
／年

目標値：85件 目標値：89件 目標値：93件 目標値：97件 目標値：101件 目標値：106件 ・地域との共同研究・連携プロジェクトの増加を図るため、URAを公募のうえ採用す
る。（令和4年8月頃採用予定）

2）社会実装に至った地
域関連プロジェクトの
第4期累計件数：第3期
実績の50％増（16～17
件／年でR7末に45×
1.50=67.5件）　45件
→68件

〇社会実装を視野に入
れた研究プロジェクト
について調査のうえ，
ロードマップの作成を
依頼
〇FSC検討
〇第3期中の件数調査
（実施済），2016～
2020の5年で45件
〇第4期中の調査方法，
担当部署について検討

〇各プロジェクトの
ロードマップ見直し
〇各部局に社会実装の
実績照会（年度末）

目標値：累計17件

目標値：累計34件 目標値：累計51件 目標値：累計68件 目標値：累計85件 目標値：累計101件 ・地域の企業家人材育成を行うため、アントレプレナー教育の担当教員を公募のうえ
採用する。（令和4年10月頃採用予定）
・社会実装のプロジェクトの実態把握をし、内容の精査を行う。（令和4年8~9月頃実
施予定）

〇社会共創促進セン
ター設置の広報活動

〇多様な外部との連
携・共創の情報を社会
共創促進センターに集
約

目標値：180件

目標値：195件 目標値：210件 目標値：225件 目標値：240件 目標値：255件

〇コーディネーター、
URAを社会共創促進セン
ターに配置換え

〇学内の研究シーズと
学外のニーズをより適
切にマッチング（コン
シェルジュ機能の充
実）

目標値：80%超

目標値：80%超 目標値：80%超 目標値：80%超 目標値：80%超 目標値：80%超

〇双方向遠隔メディア
システムによる授業の
確実な実施と検証・改
善

・双方向遠隔メディアシステムによる授業の確実な実施のために、両大学の教務委員
会、教員養成カリキュラム検討専門委員会による授業の計画・検証を行う。授業実施
に関するアンケート調査は（前後期の7月末および1月末）、その検証や改善について
は2月末までに行う。

〇斉一科目実施状況調
査と改善策検討

〇斉一科目の改善と新
カリキュラム、指導体
制の検討

〇斉一科目、指導体制
の改善と新カリキュラ
ムの実施

・斉一科目の実施状況調査を行い（前後期の7月末および1月末）、共同教育学部運営
会議で結果の確認と改善策の検討は2月末までに行う。

〇教職志向向上策、教
員採用試験対策の強化
目標値：67％

目標値：67％ 目標値：67％ 目標値：68％ 目標値：68％ 目標値：68％ ・本学出身の校長経験者等による教員採用試験対策を強化する。
令和4年度教員採用試験対策春期セミナー等（4月中旬から8月中旬）を通して支援す
る。

〇入試広報の検証
目標値：3.0倍以上

〇入試広報の改善強化
目標値：3.0倍以上

目標値：3.0倍以上 目標値：3.0倍以上 目標値：3.0倍以上 目標値：3.0倍以上

・教職志向の高い志願者向けの広報活動を強化する。
学部のHPを随時更新するとともに、オープンキャンパス（対面：7月16日、オンライ
ン：7月8日、9月2日）や高校訪問を実施（9月まで）する。また、高大接続を意図し
たメッセージ集「学校好き、集まれ！」を作成し（第3号8月、第4号12月）、関係高
等学校へ配布（第3号9月下旬、第4号1月中旬）する。

目標値：380件以上 目標値：400件以上 目標値：450件以上 目標値：500件以上 目標値：550件以上 目標値：600件以上 ・サマーセミナーをはじめ、県内外の教員研修等を今年度末まで積極的に行う。

〇「UUカレッジ」受講
生へのオンライン授業
受講指導

〇「UUカレッジ」受講
者のニーズを踏まえた
履修証明プログラムの
策定及び部分的公開

〇履修証明プログラム
の公開及びプログラム
による履修の開始

〇履修証明プログラム
による科目履修認定及
び修了希望者への履修
証明書交付

〇履修証明プログラム
取得者の割合

準備 目標値：5% 目標値：8% 目標値：10% 目標値：10% 目標値：10%

〇地域の若手経営者を
対象としたセミナーの
開催

〇「NFP」を開設 〇大学院で「NFP」の修
了生の受け入れ体制を
整備

〇「NFP」の発展型プロ
グラムを大学院修士課
程に設置

〇「NFP」の発展型プロ
グラムを大学院博士課
程に設置

・地域企業の経営者層からのリカレント教育に関するニーズを把握し、「宇大未来塾
ニューフロンティアプログラム」を後期（令和4年10月）から実施し、地域の起業家
人材を育成・支援する。

〇「宇大未来塾」のオ
ンライン開催

〇「宇大未来塾」の対
面とオンラインのハイ
ブリット開催

〇受講生のニーズに
あった方法で「宇大未
来塾」を受講可能に

〇宇大未来塾の第4期中
期目標期間中の平均履
修者数

目標値：50%増 目標値：50%増 目標値：50%増 目標値：50%増 目標値：50%増 目標値：50%増

〇新学位プログラムへ
の社会人の３年次編入
学を開始

・強みのある研究分野
の先進的研究、異分野
融合研究について
１．地域・産業界との
地域課題、社会的期待
の見出し
２．産学官金連携の共
創体制の確立により蓄
積した知の社会還元・
実装
３．地域の起業家人材
の支援

中
期
計
画

〇地域課題の解決 ・特色ある研究分野に
ついて
１．学術研究資源の活
用
２．社会共創促進セン
ターのコーディネー
ション機能の強化
３．社会との共働の推
進

3）社会に対する学術的
知見の提供件数：第3期
平均の35％増（第4期中
期目標期間平均）　165
件→223件
4）提供した学術的知見
の満足度：毎年80%超を
維持　80%超→80%超

中
期
計
画

〇地域創生に結びつく
イノベーションの創出
〇学生・地域の起業や
新産業の創出

16）UUカレッジの受講
者の内、履修証明プロ
グラム取得者の割合：
10％が取得（第4期中期
目標期間最終年度）
17）宇大未来塾の第4期
中期目標期間中の平均
履修者数：第3期実績の
50％増

中
期
計
画

・刷新した研究シーズ集を学内外に配付するほか、コラボレーションフェア等の本学
のイベントのみならず、学外で行われるイベント等にも出展（3件程度）し、研究
シーズとのマッチングを強化する。（令和4年4月から実施）
・学術的知見の満足度調査を行う対象先を決定しアンケートを実施する。（令和4年6
月頃実施予定）

・「宇大未来塾」各プログラムについては原則、対面とオンラインのハイブリッドで
の開催とし、新型コロナウイルス感染症の感染状況に応じた方法で実施する。（令和
4年6月実施予定）

・「UUカレッジ」受講者のニーズを踏まえた履修証明プログラムを策定し、実施に向
けた準備を行う。（令和4年10月実施予定）

〇学部新ミッションの
制定とその達成のため
の戦略と計画、指標の
設定

V
i
s
i
o
n
３
　
対
話
か
ら
生
み
出
さ
れ
る
社
会
共
創

〇ニューノーマル時代
のリカレント教育の構
築

１．「宇大アカデ
ミー」のプログラムの
高度化・デジタル化
２．「UUカレッジ」に
履修証明プログラムを
開設
３．「宇大未来塾」に
新たに地域企業などの
経営者層をターゲット
とした「ニューフロン
ティアプログラム」を
新設→大学院コースへ
と発展
４．新学位プログラム
への社会人入学の推進

戦
略
1
1
【
地
域
の
学
び
直
し
拠
点
機
能
の
拡
充
】

戦
略
９
【
地
域
創
生
推
進
モ
デ
ル
の
確
立
】

戦
略
1
0
【
地
域
教
育
界
の
先
導
】

〇質の高い教員の育成
と学校支援による学校
教育の質向上への貢献

１．授業改善とカリ
キュラム・指導体制の
検証と改善
２．教職志向向上策、
教採試験対策
３．入学者確保のため
の広報活動の充実
４．学校現場のニーズ
に応じた学校支援の充
実

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇教員就職率68％（実
数:65.7%→68%）
〇入試倍率毎年3.0倍以
上（実数:2.9倍→3.0
倍）
〇教員研修への学部教
員の寄与数：600件（実
数：330件→600件）
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

〇フィールド・サイエ
ンス教育研究センター
（仮称）構想の検討

〇フィールド・サイエ
ンス教育研究センター
（仮称）設置

組織整備に関する計画
・フィールドサイエンス教育研究センター（仮称）の設置について検討する。（新
規）（通年）

〇エクステンション・
プログラム，研修プロ
グラムの検討

〇エクステンション・
プログラム，研修プロ
グラムの試行

〇エクステンション・
プログラム，研修プロ
グラムの実施
目標値：３プログラ
ム、60人

〇エクステンション・
プログラム，研修プロ
グラムの実施
目標値：5プログラム、
100人

〇エクステンション・
プログラム，研修プロ
グラムの実施
目標値：6プログラム、
120人

〇エクステンション・
プログラム，研修プロ
グラムの実施
目標値：6プログラム、
120人

社会人リカレント教育・エクステンションプログラムに関する計画
・地域創生推進機構宇大アカデミーと協議しながら，雑草管理教育研究センターにお
いて社会人向け教育プログラムの試行を行う。（新規）（後期）

〇大学生を対象とした
フィールド教育の実施

附属農場のフィールドを活用した農業実習を、食の安全や資源循環、命と食の繋が
り、環境と調和した農業、などのキーワードでで普遍化し、農学部のみならず全学の
全ての学生を対象とする演習を開講する。

〇教育関係共同利用拠
点事業の実施

本年度は共同利用拠点としての第３期事業期間の３年目にあたる。コロナ禍でオンラ
イン実習のみに限定されていた活動を、本年度からは対面で実施する予定である。現
時点で、7大学のオーダーメイド型実習と、初の試みである学生が個人単位で参加で
きる「公募型実習」を開講する予定である。また、コロナ禍で準備してきた「実習費
の徴収」も今年度から実施する予定である。

〇社会実装に至った課
題数
目標値：２件

目標値：２件 目標値：２件 目標値：３件 目標値：３件 目標値：３件 社会実装に至った課題
・社会実装に至った課題について、学内に照会を行い、実態を把握する。

〇農水省・国交省・
県・自治体との協議

〇地域連携プロジェク
ト、共同研究の実施
目標件数：4件以上

目標件数：6件以上 目標件数：8件以上 目標件数：10件以上 目標件数：10件以上 学外連携に関する計画
・雑草管理教育研究センターと農研機構，国交省との，雑草管理に係る連携，共同事
業を推進する。（新規）（通年）
共同研究に関する計画【再掲】
・URA，コーディネータにより，産業界，地域との組織対組織の共同研究ならびに連
携プロジェクトの創出を促進する。（継続）（通年）

〇良食味の科学的・学
術的分析の外部委託検
討

〇外部委託による良食
味の特徴解明

〇新品種の育成 ・良食味の長期間維持に関する要因解析を学内検討及び必要に応じて外部委託し、ゆ
うだい21サミットに向けた広報として利用するため10月までに解析する。また、新品
種の育成に向け遺伝子解析も併せて進め10月までに解析する。

〇栽培データの収集と
解析

〇栽培技術の確立、マ
ニュアル化

〇農業経営戦略の提案 ・生産量や収量を分析し、普及対象地域別にマニュアル整備を進めていく。また、自
治体や普及指導機関と連携を構築することを併せて進めていく。
・栃木県内においてはJA全農とちぎと連携した現地試験を行い、より精度の高いマ
ニュアルを構築する。
・マニュアルは「標準」、「多収」、コンクール用の「良食味」と栽培目的別に作成
することを検討。

〇技術チームの組織改
編検討
〇作業機器類の保守・
更新検討

〇ゆうだい21推進チー
ムの設置
〇作業機器類の保守・
更新

〇種子需要の把握・種
子増産

・ゆうだい21推進に向け新たな人材を2名雇用するとともに、既存の技術チームの体
制を見直し、附属農場に新たに推進チームを4月に設置する。
・種子増産における安定生産を可能とするため脱ぼう機を更新し、増産した種子の保
管に必要な保冷庫を新たに8月までに購入する。

〇ロゴ・キャッチフ
レーズ、ポータルサイ
ト、ストーリー製作検
討

〇ロゴ・キャッチフ
レーズ、ポータルサイ
ト、ストーリー製作検
討

〇ポータルサイト・SNS
による継続的な情報発
信

・ロゴ・キャッチフレーズ、ポータルサイト、ストーリー等は統一的デザイン性を確
保するため業者に一括で委託する。ロゴ・キャッチフレーズにおいては9月に決定
し、商標登録を出願する。ストーリーや一般の方および生産者向けのページ等により
構成したゆうだい21のポータルサイトを、サミット開催の1ヵ月前までに公開する。
動画は、サミットで公開できるよう準備する。

〇ゆうだい21サミット
検討

〇ゆうだい21サミット
開催、研究会組織の立
上げ

・広報室・附属農場を中心にWGを立上げ、12月16日開催（宇都宮駅東交流拠点施設）
に向け準備を進める。サミットにおいては食味コンクールの上位入賞者を功労者とし
て表彰し、研究会組織の立上げに繋げる。

〇ブランディング検討 〇ブランディング検討 ・種子の安定供給が整うまでの3年間は、愛着醸成期間と位置づけ、11月中旬公開予
定のゆうだい21ポータルサイト等において、継続的にストーリーや生産者の動画等に
よる発信を行い、一般消費者へ向けた認知を図る。

〇新たなマーケット開
拓

〇新たなマーケット開
拓

・神明、ローソンとの3者連携協定の今後の戦略を検討するとともに、それだけに依
存することなく新たな販売戦略を進める。ポータルサイト等により一般消費者向け・
生産者向けの広報を推進し、また新たな販路開拓に向けた地元のコメ卸業者やスー
パー等との連携を進めていく。

　

戦
略
1
2
【
豊
か
な
教
育
研
究
フ
ィ
ー
ル
ド
の
活
用
と
社
会
還
元
】

〇充実したフィールド
教育・研究施設を活用
した社会共創の実現

１．フィールド・サイ
エンス教育研究セン
ター（仮称）組織の整
備
２．エクステンショ
ン・プログラムの企
画，試行
３．大学生を対象とし
たフィールド教育の実
施
４．教育関係共同利用
拠点事業の実施
５．地域連携プロジェ
クト，共同研究の実施
６．栃木県林業大学校
（仮称）との連携協議
７．農水省・国交省・
県・自治体との協働連
携

〇実施したエクステン
ション・プログラム：
延べ20プログラム，延
べ参加者数：400人
〇社会実装に至った課
題数：15件
〇産学官連携事業数：
35件

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇「ゆうだい２１」の
戦略的普及による、生
産者主導の新たな水稲
普及モデルの確立

「ゆうだい21」戦略的
普及プロジェクトの下
１．品種特性の解明及
び栽培技術の確立
２．種子の安定供給
３．普及拡大・地域貢
献

〇普及に関する生産量
等の数値目標は検討中
〇生産者主導の新たな
水稲普及モデルの確立

中
期
計
画
プ
ラ
ス
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

アクションプランの策
定及び公表・周知

教授会等における役員
と構成員の定期的な意
見交換の実施
目標値：半期に1度以上

目標値：半期に1度以上 目標値：半期に1度以上 目標値：半期に1度以上 目標値：半期に1度以上 目標値：半期に1度以上 目標値：半期に1度以上 ・半期に1度以上、教授会において役員と構成員による意見交換を行う。

23）ステークホルダー
会議等における意見等
の反映状況の公表回
数：毎年度1回以上

目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 ・年度末に令和4年度計画の進捗状況等に対するステークホルダー会議による評価を
受審し、そこで寄せられた意見を、令和5年度計画の作成やロードマップの見直しに
活かし、その結果を大学HPで公表する。

24）中期計画の達成状
況の公表回数：毎年度1
回以上

目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 ・年度末に中期計画（評価指標）の達成状況をまとめ、大学HPで公表する。

25）内部統制に係るFD･
SD研修回数：毎年度2回
以上

目標値：2回以上 目標値：2回以上 目標値：2回以上 目標値：2回以上 目標値：2回以上 目標値：2回以上 ・内部統制システムの整備及び運用について、規程等の現状と課題の整理を踏まえ、
第二四半期を目途に必要な改正を行う。
・当該部局の業務における内部統制システムの整備及び運用の推進を図るため、第二
四半期内に教職員の受講を必修とする研修計画を策定し、年度内に研修を実施する。
また、受講状況を部局別に把握するとともに可視化することで、内部統制システムの
周知徹底を図る。

26）内部統制点検結果
の公表回数：毎年度4回
以上

目標値：4回以上 目標値：4回以上 目標値：4回以上 目標値：4回以上 目標値：4回以上 目標値：4回以上 ・内部統制を有効に機能させ続けるため、日常的モニタリングと独立的評価のプロセ
スを整備するとともに、点検結果を部局別に把握し、四半期ごとにHPにおいて公表
し、可視化することで、周知徹底を図る。

35）全学部で教育研究
に対する外部評価の受
審回数：第4期中期目標
期間中に2回以上

外部評価受審に関する
段取りを検討

外部評価受審 外部評価受審 ・認証評価の受審結果を踏まえ、必要に応じて年度内に改善を行い、外部評価の受審
に備える。

36）自己点検・評価に
対するステークホル
ダー会議による評価の
受審回数：毎年度1回以
上

目標値：１回以上 目標値：１回以上 目標値：１回以上 目標値：１回以上 目標値：１回以上 目標値：１回以上 ・2月を目途に点検・評価委員会において令和4年度計画の進捗状況等に対する自己点
検・評価を行うとともに、年度末にステークホルダー会議を開催し、自己点検・評価
を行った結果に対する評価を受審する。

37）中期計画の達成状
況の公表回数：毎年度1
回以上(再掲）

目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 目標値：1回以上 ・年度末に中期計画（評価指標）の達成状況をまとめ、大学HPで公表する。

統合報告書の発行 ・10月を目途に統合報告書を発行し、経営情報を学内外に開示する。

IR実施に向けたデータ
収集

IRの実施及び分析結果
の開示
目標値：1回以上開示

目標値：1回以上開示 目標値：1回以上開示 目標値：1回以上開示 目標値：1回以上開示 目標値：1回以上開示 ・成果を中心とする実績に基づく予算配分の評価結果の分析を行い、本学の強みや弱
みを明らかにするとともに、分析結果を年度末のステークホルダー会議等で開示す
る。

27）共同利用スペース
の新規確保面積：270㎡
以上（第4期中期目標期
間累計）

〇共同スペース有効活
用に関する規程整備

目標値：新規で100㎡以
上

目標値：新規で100㎡以
上

目標値：新規で100㎡以
上

・大学全体の施設の利用状況を令和4年12月末までに調査する。
・施設の利用状況調査結果に基づき、令和5年3月末までに施設の有効活用を検討す
る。

28）新学位プログラム
（学部等連係課程）の
施設面積：1,650㎡以上
（新学位プログラム完
成年度末）

〇施設の再配分計画の
策定

〇新学位プログラム設
置審査
目標値：550㎡以上再配
置

〇新学位プログラム
（学部等連係課程）設
置

目標値：550㎡以上再配
置

目標値：550㎡以上再配
置

・令和4年6月末までに新学位プログラム設置のための施設整備計画を策定する。

〇共用設備の方針と整
備優先度を可視化した
戦略的なマスタープラ
ンの策定
〇栃木県産業技術セン
ターとの技術交流
〇産業交流振興会会員
に対する料金体系見直
し

〇方針に基づく設備整
備・共用化の全学展
開、料金体系の見直し

目標値：6,000時間以上 目標値：6,300時間以上 目標値：6,600時間以上 目標値：6,900時間以上 目標値：7,200時間以上 目標値：7,500時間以上

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇統合報告書による経
営情報の開示を毎年度
実施
〇全学IRの推進及び分
析結果を毎年度開示

ステークホルダーへの
情報開示

〇経営情報の社会への
開示

〇内部統制の実質化を
図る

１．内部統制に係る規
程等を見直し
２．コンプライアンス
教育について全学的な
研修会等の実施
→教職員のコンプライ
アンス意識の醸成

ステークホルダー会議
の開催回数、審議事項
など段取りを具体的に
どうするか検討

規程見直し、全学的な
研修会に係る企画案策
定

中
期
計
画

１．アクションプラン
の策定と公表・周知
２．構成員との定期的
な対話の場の設定

〇明確なビジョンの提
示と構成員とのコミュ
ニケーション

役員と構成員との定期
的な意見交換の実施回
数：半期に1度以上

中
期
計
画
プ
ラ
ス

・共用設備の整備に当たっては、「宇都宮大学における設備・機器の整備・運用に関
する方針」に定める条件や優先度等を可視化し、より戦略的に策定した設備マスター
プラン(6月)に基づき実施する。
・栃木県産業技術センターとの技術交流（前期）を図り、研究設備や技術人材の相互
共用を進めるとともに、栃木県との連携を強化する。
・学外企業等が利用する場合の料金体系を戦略的に見直し（前期）、機器利用の促進
を図る。

〇共同利用機器の機器
選定及び料金表策定
〇教育研究基盤戦略会
議の設置と設備整備・
共用方針の策定
〇機器利用案内等作成

ステークホルダー会議
の開催回数、審議事項
など段取りを具体的に
どうするか検討【再
掲】

V
i
s
i
o
n
４
　
学
内
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
に
立
脚
し
た
組
織
運
営

中
期
計
画

〇自己点検・評価結果
の法人経営への活用

中
期
計
画

戦
略
1
4
【
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
を
巻
き
込
ん
だ
大
学
経
営
モ
デ
ル
の
構
築
】

〇新学位プログラム
（学部等連係課程）の
創設を核とした組織再
編に伴うスペースの再
配置
〇地域活性化の中核的
拠点としての機能強化

・戦略企画本部による
全学マネジメントの下
１．インフラ長寿命化
計画を改定
２．施設の総量の最適
化と重点的な整備
３．教育研究設備の戦
略的な整備・共用の推
進

29）共用設備・機器の
利用時間数：第4期中期
目標期間年平均6,730時
間以上　5,610時間→
6,730時間

戦
略
1
3
【
構
成
員
と
の
意
思
疎
通

に
よ
る
ビ
ジ
ョ
ン
の
共
有
】

〇専門的知見の法人経
営への活用

中
期
計
画

中期計画の策定から進
捗状況のチェック、成
果の検証、計画の見直
しの一連のサイクルの
確立

・教育、研究、組織運
営の活動の成果と質の
向上の状況について
１．現行の内部質保証
システムの見直し
２．外部評価の受審と
評価結果の開示
３．様々な情報（経済
効果等）の提供
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

〇社会共創促進セン
ターの設置による地域
との共創機能の強化

〇ＵＲＡ、コーディ
ネーターを中心とした
県内企業への橋渡し機
能の強化

〇ステークホルダー会
議を通じた地域ニーズ
の掘り起こし

〇研究成果の積極的な
情報発信と社会実装の
促進

目標値：360万円以上 目標値：360万円以上 目標値：400万円以上 目標値：420万円以上 目標値：440万円以上 目標値：460万円以上

〇継続会員の増加施策
の検討

〇継続会員の増加に向
けた取組実施

〇ファンドレイザーの
人材育成

〇ファンドレイザーに
よる渉外活動の高度化

目標値：157人以上 目標値：164人以上 目標値：172人以上 目標値：180人以上 目標値：180人以上 目標値：180人以上

目標値：常勤教員当た
り1,380千円以上

目標値：常勤教員当た
り1,380千円以上

目標値：常勤教員当た
り1,380千円以上

目標値：常勤教員当た
り1,380千円以上

目標値：常勤教員当た
り1,380千円以上

目標値：常勤教員当た
り1,380千円以上

・市場調査を行い、令和5年3月末までに不動産貸付料等の単価改定を検討する。

32）新規定期借地権に
よる貸付料収入：年420
万円超（定期借地権契
約締結後）

中
期
計
画

〇キャンパスマスター
プランの改定
〇定期借地権設定によ
る土地の貸付に係る意
思決定

〇定期借地権設定によ
る土地の貸付について
文部科学省協議

〇定期借地権設定によ
る土地の貸付

目標値：420万円超/年
以上

目標値：420万円超/年
以上

目標値：420万円超/年
以上

目標値：420万円超/年
以上

・キャンパスマスタープランの改定を令和5年3月末までに行う。
・サウンディング調査を実施する。

〇地域活性化の中核的
拠点としての機能強化

33）共同利用スペース
の新規確保面積：270㎡
以上（第4期中期目標期
間累計）（再掲）

中
期
計
画

〇共同スペース有効活
用に関する規程整備

目標値：新規で100㎡以
上

目標値：新規で100㎡以
上

目標値：新規で100㎡以
上

・大学全体の施設の利用状況を令和4年12月末までに調査する。
・施設の利用状況調査結果に基づき、令和5年3月末までに施設の有効活用を検討す
る。

〇新学位プログラム
（学部等連係課程）の
創設を核とした組織再
編に伴うスペースの再
配置

34）新学位プログラム
（学部等連係課程）の
施設面積：1,650㎡以上
（新学位プログラム完
成年度末）（再掲）

中
期
計
画

〇施設の再配分計画の
策定

〇新学位プログラム設
置審査
目標値：550㎡以上再配
置

〇新学位プログラム
（学部等連係課程）設
置

目標値：550㎡以上再配
置

目標値：550㎡以上再配
置

・令和4年6月末までに新学位プログラム設置のための施設整備計画を策定する。

〇戦略的な資源配分 １．成果を中心とする
実績に基づく予算配分
２．決算情報等の予算
配分等への活用

1.成果を中心とする実
績に基づく予算配分の
評価結果を学内予算配
分に反映
２.前年度決算情報の予
算配分への活用

客
観
・
共
通
指
標

1.実施済
2.活用方法検討

1.実施
2.会計基準改正対応

１.実施
２.実施

・年度内に成果を中心とする実績に基づく予算配分の評価結果の分析を行い、その結
果を次年度の部局への予算配分額に反映させる。
・予算の執行管理について、執行を見える化し、分析を行い、令和5年1月末までに予
算配分等への活用方法を検討する。

38）可能リモートワー
ク業務数：5件以上（第
4期中期目標期間累計）

各業務システムに係る
セキュリティ等検討

〇規程管理システム 〇物品調達システム 〇財務会計システム 〇人事給与システム
〇行動的知性学習シス
テム

・各業務システムに係るセキュリティ要件、文書処理規程、就業規則等の現状と課題
の整理を踏まえ、第二四半期を目処に必要な改正を行う。
・一部の部局におけるリモートワークの試行運用を踏まえて、全学的な導入計画を年
度内に策定する。

39）超過勤務時間の削
減数：2,860時間以上
（第4期中期目標期間最
終年度）（第３期平均
(19,945時間)より削
減）

業務削減についての検
討

目標値：715時間以上 目標値：1,430時間以上 目標値：2,145時間以上 目標値：2,860時間以上 目標値：2,860時間以上 目標値：2,860時間以上 ・第二四半期を目途に本部事務部とキャンパス事務部における現状と課題の整理し、業務分析
を行うとともに、業務プロセスの可視化を図る。また、業務を小さなタスクに細分化・可視化
しマニュアルの整備を図ることで課題を特定する。
・各部局が抱える課題の集約等を進め、効果的な事務組織の改編を進める。また、毎月の超過
勤務の実態を把握・分析し、効率的な業務体制について見直しを行い、部局ごとの超過勤務時
間削減数にかかる基準を第二四半期中に設定する。
・超過勤務時間削減のため、定時退庁日の徹底及び会議実施要項に基づく会議時間の厳守等に
ついて、改めて定期的に周知を行い意識付けを徹底する。

40）新規マイナンバー
カード活用事例数：2件
以上（第4期中期目標期
間累計）

マイナンバー活用方法
事例調査及びマイナン
バー取得に関し、更な
る学生・教職員への呼
びかけ

〇証明書発行システム 〇健康診断データ収集
システム

・マイナンバーカードに対応した証明書発行システムを年度内に導入する。
・学生に対して、学食パス等を活用したマイナンバーカードの取得促進を継続的に行
う。

〇女性教員採用特別制
度の活用

〇女性管理職増加策の
検討

〇女性限定役職制度の
検討

①目標値：21.0%
②目標値：30%以上
③目標値：20.5％
④目標値：17.0％
⑤目標値：11.0%

①目標値：22.0%
②目標値：30%以上
③目標値：21.0％
④目標値：18.5％
⑤目標値：13.0%

①目標値：23.0%
②目標値：30%以上
③目標値：21.5％
④目標値：20.0％
⑤目標値：15.0%

①目標値：24.0%
②目標値：30%以上
③目標値：22.0％
④目標値：21.0％
⑤目標値：17.0%

①目標値：24.0%
②目標値：30%以上
③目標値：22.0％
④目標値：21.0％
⑤目標値：17.0%

①目標値：24.0%
②目標値：30%以上
③目標値：22.0％
④目標値：21.0％
⑤目標値：17.0%

〇情報セキュリティの
維持

情報セキュリティにつ
いて全学的な研修会等
の実施
→教職員・学生の情報
セキュリティ意識の醸
成

41）情報セキュリティ
インシデントの発生件
数：0件（第4期中期目
標期間中）

中
期
計
画

全学的な研修会に係る
企画案策定等

目標値：0件 目標値：0件 目標値：0件 目標値：0件 目標値：0件 目標値：0件 〇CIO/CISOの指揮のもと、全教職員へ向けた情報セキュリティ研修を実施する(第４
四半期目標)
〇CIO/CISOの指揮のもと、学生への情報セキュリティ教育を実施する(第4四半期目
標)
〇uuISIRT(宇都宮大学情報セキュリティインシデント緊急対応チーム)の活動におい
て、関係省庁等、栃木県警察との連携を継続する。また、学内緊急連絡体制の確認・
点検を行う(第1四半期目標)
〇インシデントの定義/分類、大学のリスク受容、その他について、毎年度あるいは
必要に応じて点検、見直しを行う(第4四半期目標)

中
期
計
画

客
観
・
共
通
指
標

31）宇大倶楽部会員数
（継続寄附者）：180人
以上（第4期中期目標期
間最終年度）　150人→
180人
〇寄附金・雑収入の経
営資金獲得実績：常勤
教員当たり1,380千円以
上

〇新たな安定的な財源
を確保

・第4期の人件費積算員数に基づき、戦略企画本部会議において各部局の教員任用方
針を検討するとともに、女性教員、女性役職者の状況を整理の上、第二四半期までに
シミュレーションを行う。
・教員任用シミュレーションの結果に基づき、女性教員採用特別制度の運用、女性研
究者キャリアパスプログラムの運用について適宜見直しを行う。
・ライフイベントや能力に応じて降任を可能とする柔軟な人事制度の導入に向けた検
討を行う。

〇第４期中の任用シ
ミュレーションの実施
〇女性管理職増加策の
検討

・年内にキャンペーン期間を設ける等特典追加の募集による広報を行い、会員増加を
目指す。
・9月中を目途に、宇大倶楽部会員以外の継続的寄附者に対しアプローチを行う。

・県内自治体や産業界と定期的に意見交換を行い、地域ニーズの掘り起こしを行う。
（令和4年4月から実施）
・社会実装のプロジェクトの実態把握をし、内容の精査を行う。（再掲）（令和4年
8~9月頃実施予定）

　

戦
略
1
6
【
働
き
方
改
革
の
推
進
に
よ
る
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
実
現
】

戦
略
1
5
【
安
定
し
た
財
務
基
盤
の
確
立
】

30）地域（県内企業、
自治体、コミュニ
ティ）からの共同研
究・受託研究等の間接
経費受入額：第4期中期
目標期間年平均400万円
以上　340万円→400万
円

中
期
計
画

中
期
計
画

中
期
計
画
プ
ラ
ス

①女性教員比率
（R3:20.4 ％ →
24.0％）
②女性教員採用比率
（30％以上）
③女性教授等比率
（R3:19.5％→22％）
④女性准教授比率
（R3:15.2％→21％）
⑤「学長、理事、副学
長及び大学の意思決定
機関等」に占める女性
比率（R3:10.0％→
17.0％）

１．女性教員の研究力
向上・マネジメント能
力育成
２．女性研究者のすそ
野拡大
３．男女共同参画意識
の醸成
４．女性教職員のライ
フイベントに対応した
サポート

〇ワークライフバラン
ス・ダイバーシティ環
境実現

〇業務全般の効率化 １．リモートワークシ
ステムの構築
２．マイナンバーカー
ドの活用

１．多様なステークホ
ルダーとのエンゲージ
メントを通じた相互理
解の獲得と互恵的協働
２．キャンパスマス
タープラン等を改定
３．定期借地権設定等
による貸付

〇寄附金・共同研究等
の受入推進
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アクションプラン2022-2027　達成ロードマップ に基づく 令和４年度年度計画
事前準備

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9
戦略ビジョン

ロードマップ（アウトプットにかかる具体的な取組を年度毎に記載→原則４年目（R7）で達成できるよう計画する）
取組

計画等
区分

達成指標方策 R4年度計画

１．教員人事の全学一
元管理
２．事務組織の効率化
高度化

〇戦略企画本部会議に
よる教員人事のマネジ
メント
39）超過勤務時間の削
減数：2,860時間以上
（第4期中期目標期間最
終年度）（第３期平均
(19,945時間)より削
減）（再掲）

中
期
計
画

中
期
計
画
プ
ラ
ス

〇教員人事のポイント
制から全学一元管理へ
の体制見直し
〇事務組織の在り方に
ついて検討

〇戦略企画本部会議に
よる教員人事マネジメ
ントの体制導入
〇事務組織の見直し・
検証
目標値：超勤715時間以
上削減

目標値：超勤1,430時間
以上削減

目標値：超勤2,145時間
以上削減

目標値：超勤2,860時間
以上削減

目標値：超勤2,860時間
以上削減

目標値：超勤2,860時間
以上削減

・教員人事については、「第４期中期目標・中期計画期間における教員任用方針」に
基づき、戦略企画本部会議において適正な運用を行うとともに、必要な見直しを行
う。
・第二四半期を目途に業務分析、各部局が抱える課題の集約等を進め、令和4年度末
までに効果的な事務組織の改編を進める。また、毎月の超過勤務の実態を把握・分析
し、効率的な業務体制について見直しを行うとともに、部局ごとの超過勤務時間削減
数にかかる部局ごとの超過勤務時間削減数にかかる基準を年度内に設定する。
・超過勤務時間削減のため、定時退庁日の徹底及び会議実施要項に基づく会議時間の
厳守等について、改めて定期的に周知を行い意識付けを徹底する。

理想の年代・職位の構
成の設定と公表

理想の年代構成を定め
実績とともに公表（毎
年）

〇現状把握とこれまで
の状況を分析

〇理想の年代構成を設
定・公表

・第4期の人件費積算員数に基づき、戦略企画本部会議において各部局の教員任用方
針を検討するとともに、女性教員、女性役職者の状況を整理の上、第二四半期までに
シミュレーションを行う。また、シミュレーションに基づき、年代構成を分析し、令
和4年度末までに理想の構成を決定し、公表する。

若手教員の雇用促進 毎年度新規採用者にお
ける40歳未満の教員採
用率80%以上

〇第４期中の任用シ
ミュレーションの実施

〇新規採用教員は原則
助教
目標値：80％以上

目標値：80%以上 目標値：80%以上 目標値：80%以上 目標値：80%以上 目標値：80%以上 ・新規採用教員は原則助教のテニュアトラック教員とする方針を継続し、若手教員の
増進を図る。

女性教員の雇用促進 女性教員比率（R3:20.4
％ →24.0％）

〇第４期中の任用シ
ミュレーションの実施

〇女性教員採用特別制
度の活用
〇選考時、業績評価が
同等と認められる場合
は女性を優先
目標値：21.0%

目標値：22.0% 目標値：23.0% 目標値：24.0% 目標値：24.0% 目標値：24.0% ・第4期の人件費積算員数に基づき、戦略企画本部会議において各部局の教員任用方
針を検討するとともに、女性教員、女性役職者の状況を整理の上、第二四半期までに
シミュレーションを行う。また、シミュレーションの結果に基づき、女性教員採用特
別制度を運用するなど女性教員の増進を図る。

教員評価結果の昇任等へ教員の昇任選考につい
ては、教員評価結果を
参考とする

〇全学的な昇任人事に
関するガイドラインの
設定

〇教員評価結果の昇任
等への反映

・「宇都宮大学教員の昇任人事に関するガイドライン」に基づき、教員評価調書を参
考として昇任人事を進めるとともに、教員評価結果の反映状況について令和4年度実
績を令和4年度末に公表する。

人件費への外部資金の活外部資金直接経費によ
る人件費活用件数１件
以上

〇外部資金直接経費に
よる人件費活用者への
インセンティブの検討

〇外部資金直接経費に
よる人件費活用者への
インセンティブの導入

目標値：1件以上 目標値：1件以上 目標値：2件以上 目標値：3件以上 目標値：4件以上 ・民間企業等との受託研究契約等にあたり、本学教員人件費の直接経費への計上につ
いて、相手方機関と積極的に調整を進める。

クロスアポイントメン
ト制度の積極的活用に
よる教員の流動性の確
保

〇民間企業とのクロス
アポイントメント制度
の新規活用実績数１件
以上
〇クロスアポイントメ
ント手当の規定化

〇クロスアポイントメ
ント制度の周知
〇共同研究講座の設置
制度の導入

〇クロスアポイントメ
ント制度の周知
〇共同研究講座の設置
推進
〇クロスアポイントメ
ント手当の規定化
目標値：１件以上

目標値：1件以上 目標値：1件以上 目標値：1件以上 目標値：1件以上 目標値：1件以上 ・民間企業との共同研究等の契約にあたり、クロスアポイントメント制度の周知する
とともに、本学教員がクロスアポイントメントの適用により民間企業等の身分を有す
るにあたり、処遇に不利益が生じる場合の現給保障について明文化すべく、クロスア
ポイントメント手当等として処遇を反映する旨の規定を年度中に整備する。

客
観
・
共
通
指
標

〇人事給与マネジメン
ト改革
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